
消費生活ビデオ・ＤＶＤライブラリー

＊貸出については、当センターへお申し出ください。　TEL（086）226－1019
＊ビデオ・DVDライブラリーの在庫については、当センターのホームページをご覧ください。

ビデオ・DVDライブラリーに、次のDVDが加わりました。

http://www.pref.okayama.jp/seikatsu/syohi/koho/index.html

〒700-0807 岡山市北区南方２丁目１３-１
TEL ０８６(２２６)１０１９（２０11.1月発行）

消費生活に関するご相談は

●岡山県消費生活相談ダイヤル
　 岡　　山……086（226）0999  火曜日～日曜日 9:00～12:00・13:00～17:00
　 津山分室……0868（23）1247  月曜日～金曜日 9:00～12:00・13:00～17:00
●消費のアドバイス　山陽新聞　毎月第3日曜日掲載（変更される場合があります。）

C ON T E N T S
●「消費者被害撲滅
　特別カリキュラム」の開催報告

●「住宅用火災警報器の
　　　　訪問販売トラブル」

●平成22年度上半期
　　　　消費生活相談の概要

●消費生活相談事例
●ビデオ・DVDライブラリー

岡山県消費生活センター
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消費生活　相談事例

発行：内閣府食品安全委員会事務局

　食品添加物や農薬を例に、食べ物の安全性がどのように守られているか、科学の目でリスクを捉え、低減
する取り組みなどをアニメーションで紹介しています。科学に基づく正しい知識を学童期から身に付け、次
代の消費者として冷静な判断をするため、楽しみながら学ぶことができます。

「考えてみよう！食べ物の安全性
　　～食品添加物や残留農薬について～」

　結婚相手紹介サービスの契約をしたが、希望条件
を登録しても条件に合わない人ばかり紹介され、
サービス内容に不満なので解約を申し出たら、高額
な解約料を請求され納得がいかない、といったよう
な結婚相手紹介サービスに関する相談が多く寄せら
れています。
　結婚相手紹介サービスは、「特定商取引法」で規
定する「特定継続的役務提供」にあたり、クーリング・
オフ（無条件解除）、中途解約ができるようになっ
ています。サービス提供開始後は、提供されたサー
ビスの対価相当額プラス２万円または契約残額の２
割に相当する額のいずれか低い額の合計額で、提供
開始前は３万円で理由の如何を問わず中途解約でき
ます。
　事業者には、サービスの内容、料金、クーリング・
オフ制度、中途解約の清算方法等を記載した概要書

面、契約書面の交付が義務付けられています。それ
らの書面を良く確認し、納得して契約しましょう。
　ただ、希望する相手が見つからないので解約した
いということも少なくありません。紹介サービスは、
相手との相性もあり、必ずしも希望どおりになると
は限らないので、広告のイメージを過信したり、過
度に期待しないようにしましょう。
　また、学識経験者や業界代表らでつくるサービス
産業生産性協議会の「結婚相手紹介サービス業認証
制度に関するガイドライン」がありますので、そち
らを参考にするのも良いでしょう。
　なお、登録情報は個人情報であり、その取扱いに
ついて確認するようにしましょう。
　トラブルが生じたら早めに消費生活センター等に
相談しましょう。

「結婚相手紹介サービスをめぐるトラブル」
　結婚相手300人の情報を見ることができると雑誌に掲載広告があり、電話連絡
の後に店に出向いた。ただ写真を見るだけで、交際を希望するなら契約するよう
に言われ、本来50万円のところを特別に25万円にすると言われて契約した。そ
の後いくらか情報をもらったが、会うことができずに終わった。なにも益がない
ので解約を申し出たら、相手の情報を見たり自分の情報を登録した費用等でいっ
さい返金できないと言われた。　　　　　　　　　　　　　　　（倉敷市・男性）

消費者へのアドバイス消費者へのアドバイス

16分 小学校
高学年向け

　架空請求や悪質商法による消費者被害の発生は後を絶たず、さらに、その手口は多様化・巧妙化しています。
そのため、県民の皆様に関心を持っていただき、消費者被害を撲滅し、安全・安心な生活を送れるよう、消
費生活講座「消費者被害撲滅特別カリキュラム」（人権週間協賛事業）を11月19日㈮に開催しました。
　第１部では、岡山県消費生活センターの中田所長から、「消費生活相談の現状と課題」について説明がさ
れました。
　第２部では、静岡県立大学看護学部准教授の西田公昭さんによる「人はなぜだまされるのか～消費者心理
とその防止～」と題した講演が行われました。参加した約100名の消費者は熱心に聞き入っており、盛会の
うちに終了しました。

消費生活講座

「消費者被害撲滅特別カリキュラム」を開催しました


